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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １  当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
２  第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連

結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 
３ 2015年度第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 
４  自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)を

(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。 
５  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2013年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累計 

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。 
６  信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しておりま

す。なお、該当する信託業務を営む会社は株式会社りそな銀行１社であります。 
  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容については、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

  
2014年度 
第１四半期 
連結累計期間 

2015年度 
第１四半期 
連結累計期間 

2014年度 

  

(自2014年 
４月１日 
至2014年 
６月30日) 

(自2015年 
４月１日 
至2015年 
６月30日) 

(自2014年 
４月１日 
至2015年 
３月31日) 

経常収益 百万円 189,117 193,955 861,278 

  うち信託報酬 百万円 5,594 5,705 22,776 

経常利益 百万円 74,318 74,994 333,316 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

百万円 53,394 53,707 ― 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

百万円 ― ― 211,477 

四半期包括利益 百万円 91,076 77,729 ― 

包括利益 百万円 ― ― 416,856 

純資産額 百万円 1,971,445 2,043,759 2,143,379 

総資産額 百万円 44,960,890 46,542,781 46,586,565 

１株当たり四半期純利益金額 円 24.41 23.16 ― 

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 91.07 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

円 20.16 ― ― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ― ― 84.28 

自己資本比率 ％ 4.07 4.02 4.24 

信託財産額 百万円 24,114,452 27,722,522 24,526,618 
 

― 2 ―



第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

（金融経済環境） 

当第１四半期連結累計期間の日本経済は、個人消費の回復力に弱さがみられたほか、中国・東南アジア等を中心

とした海外需要の弱さを背景に輸出も伸び悩みました。一方、企業収益の改善を受けて、設備投資は増加基調とな

るなど、前向きな動きも見受けられました。物価上昇率は、消費税率引き上げに伴う要因が剥落し、足元では前年

比で０％台での推移が続いています。 

 米国経済は、雇用環境の改善が続いているほか、製造業関連の活動にも明るい兆しが見え始めています。一方、

年初に落ち込んだ個人消費の戻りは鈍く、ドル高や新興国等の需要の低迷を受けて輸出も弱めの動きとなっていま

す。欧州経済に関しては、ギリシャ支援協議の難航が景況感に悪影響を及ぼしましたが、ドイツを中心に景気は回

復傾向に向かい、ユーロ圏全域での物価上昇率は前年比マイナス圏を脱しました。中国経済は、株式相場の乱高下

が懸念されていますが、諸々の景気刺激策を背景に経済成長率の鈍化は落ち着いてきています。 

金融市場では、円安の進行や企業収益の改善期待、企業統治の強化を好感する向きから日経平均株価は、18年ぶ

りの高値をつけました。米国株については、世界的に金融緩和の流れが続く中、ダウ平均株価は最高値を更新しま

した。一方、米国の長期金利は年内の利上げが意識されたほか、ドイツ国債の利回りが急上昇した流れを引き継い

で上昇しました。国内長期金利についても、海外金利の上昇を受けて一時0.5％台まで上昇しました。 

  

（経営方針） 

 当グループは、これまでの約10年間の取組みを再確認するとともに、様々な事業環境変化への対応を強化すべ

く、2015年２月に、中期経営計画を公表しました。本計画においては、公的資金完済後の次なる10年に向けた「攻

めの経営へのマインドチェンジ」を図るとともに、改めて中長期的な成長への決意とその方向性をお示ししており

ます。 

 グループの持続的成長をより確かなものとすべく、「お客さまの喜びがりそなの喜び」という基本姿勢を崩すこ

となく、「戦略事業領域の深掘り」と「新たな収益機会創出への挑戦」を基本シナリオとするビジネス戦略を展開

するとともに、事業環境の変化等を見据えた新たな改革の取組みとして、４つの基盤戦略を進めてまいります。 

  グループが強みとする地域・リテールを中核とし、信託・不動産機能等を活かした“ソリューション”を柱とし

た差別化戦略のさらなる高度化に努めてまいります。加えて、マーケティングを機軸としたお客さま接点の改革と

してのオムニチャネル構想の実現に努めるとともに、戦略投資やアライアンス等を含めたグループの３つのオープ

ンプラットフォームの拡充を通じ、地域リテール戦略のさらなる進化を目指してまいります。 

 こうした取組みを通じ、“際立つ”リテール金融サービスを実現することで、新たなお客さま価値の創造を目指

してまいります。また、これからも中堅・中小企業、個人のお客さまに寄り添い、進化と変革を続けることで、地

域のお客さまにもっとも支持され、ともに未来へ歩み続ける「金融サービスグループ」として、「リテールNo.１」

を目指してまいります。 
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（業績） 

  当第１四半期連結累計期間における経営成績及び財政状態は以下のとおりとなりました。 

  経営成績は、経常利益が749億円、親会社株主に帰属する四半期純利益が537億円となりました。 

  連結粗利益については、預貸金利回り差の縮小等により資金利益は減益となったものの、金融商品販売や不動産

仲介を中心とする役務取引等利益や債券関係損益が増益となったことなどにより、前第1四半期連結累計期間比92億

円増加して1,555億円となりました。また、株式等関係損益は前第１四半期連結累計期間比19億円増加して67億円と

なり、税金等調整前四半期純利益は15億円増加して748億円となりました。税金費用等は11億円増加し、この結果、

親会社株主に帰属する四半期純利益は前第1四半期連結累計期間比3億円増加して537億円となりました。また、１株

当たり四半期純利益金額は23円16銭となりました。 

  財政状態については、連結総資産は前連結会計年度末比437億円減少して46兆5,427億円となりました。 

  資産の部では、現金預け金は前連結会計年度末比8,055億円増加して10兆4,784億円となりましたが、有価証券は

前連結会計年度末比3,096億円減少して6兆5,545億円に、貸出金は前連結会計年度末比5,151億円減少して26兆9,721

億円となりました。負債の部では、預金が前連結会計年度末比424億円減少して36兆6,704億円となりました。純資

産の部は、公的資金の返済により資本剰余金が1,279億円減少したことなどにより、前連結会計年度末比996億円減

少して2兆437億円となりました。また信託財産は3兆1,959億円増加して27兆7,225億円となりました。なお、優先株

式に係る株主資本を控除して計算した１株当たり純資産額は、706円13銭となっております。 

  

セグメントごとの業績は、以下のとおりとなりました。 

個人部門は、業務粗利益が前第１四半期連結累計期間比2億円増加し666億円に、与信費用控除後業務純益は、前

第１四半期連結累計期間比9億円増加し250億円となりました。 

法人部門は、業務粗利益が前第１四半期連結累計期間比17億円減少し644億円に、与信費用控除後業務純益は、前

第１四半期連結累計期間比108億円減少し298億円となりました。 

市場部門は、業務粗利益が前第１四半期連結累計期間比124億円増加し251億円に、与信費用控除後業務純益は、

前第１四半期連結累計期間比118億円増加し221億円となりました。 

 なお、一部のグループ銀行において、従来、「個人部門」に含まれていた「役務取引等収益」の一部について、

当第１四半期連結会計期間から、「法人部門」に含めて計上するよう変更しております。 

 

― 4 ―



当第１四半期連結累計期間における主な項目の分析は、以下のとおりです。 

（注） 与信費用総額＝信託勘定不良債権処理額＋一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額＋与信費用戻入額 

  

 

      （単位：億円） 

       前第１四半期 
連結累計期間 

当第１四半期 
連結累計期間 

前第１四半期 
連結累計期間比        

経  常  収  益   1,891 1,939 48 

連  結  粗  利  益   1,463 1,555 92 

  資  金  利  益   1,026 1,014 △12 

  信  託  報  酬（償  却  後）   55 57 1 

  （信託勘定不良債権処理額） 0 0 △0 

  役  務  取  引  等  利  益 344 376 31 

  特  定  取  引  利  益 10 9 △0 

  そ  の  他  業  務  利  益   25 97 72 

一  般  貸  倒  引  当  金  繰  入  額   － － － 

営  業  経  費   △867 △873 △6 

臨  時  損  益   147 68 △78 

  う ち 株 式 等 関 係 損 益   48 67 19 

  う ち 不 良 債 権 処 理 額   △12 △43 △31 

  う ち 与 信 費 用 戻 入 額   126 64 △61 

  う ち 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 0 0 0 

経  常  利  益 743 749 6 

特  別  利  益 0 0 0 

特  別  損  失 △9 △1 8 

税  金  等  調  整  前  四  半  期  純  利  益   733 748 15 

法  人  税、住  民  税  及  び  事  業  税   △186 △87 99 

法  人  税  等  調  整  額   △4 △114 △109 

四 半 期 純 利 益   542 547 4 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 
四 半 期 純 利 益 

△8 △10 △1 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 
四 半 期 純 利 益   533 537 3 

              
与  信  費  用  総  額   114 21 △93 
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① 国内・海外別収支 

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内は994億円、海外は37億円となり、合計（相殺消去後。以下

同じ）では、1,014億円となりました。 

信託報酬及び特定取引収支は国内のみであり、それぞれ57億円、9億円となりました。 

また、役務取引等収支及びその他業務収支は国内がその大宗を占めており、それぞれ合計では376億円、97億円

となりました。 

  

(注) １  「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２  「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間 100,693 3,259 1,255 102,697 

当第１四半期連結累計期間 99,479 3,702 1,773 101,407 

うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間 111,051 3,853 2,156 112,748 

当第１四半期連結累計期間 110,014 4,558 2,644 111,928 

うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間 10,357 593 900 10,050 

当第１四半期連結累計期間 10,535 856 870 10,521 

信託報酬 
前第１四半期連結累計期間 5,594 ― ― 5,594 

当第１四半期連結累計期間 5,705 ― ― 5,705 

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間 34,468 23 ― 34,491 

当第１四半期連結累計期間 37,633 22 ― 37,656 

うち役務取引等 
収益 

前第１四半期連結累計期間 42,804 83 ― 42,887 

当第１四半期連結累計期間 46,117 86 ― 46,203 

うち役務取引等 
費用 

前第１四半期連結累計期間 8,336 59 ― 8,396 

当第１四半期連結累計期間 8,483 63 ― 8,547 

特定取引収支 
前第１四半期連結累計期間 1,021 ― ― 1,021 

当第１四半期連結累計期間 992 ― ― 992 

うち特定取引収益 
前第１四半期連結累計期間 1,462 ― ― 1,462 

当第１四半期連結累計期間 994 ― ― 994 

うち特定取引費用 
前第１四半期連結累計期間 441 ― ― 441 

当第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1 

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間 2,319 183 ― 2,502 

当第１四半期連結累計期間 9,591 172 ― 9,763 

うちその他業務 
収益 

前第１四半期連結累計期間 5,746 183 ― 5,929 

当第１四半期連結累計期間 12,453 172 ― 12,625 

うちその他業務 
費用 

前第１四半期連結累計期間 3,427 ― ― 3,427 

当第１四半期連結累計期間 2,862 ― ― 2,862 
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② 国内・海外別役務取引の状況 

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益合計は462億円、役務取引等費用合計は85億円となり、役務取引等

収支合計では376億円となりました。なお国内が役務取引等収支の大宗を占めております。 

  

(注) １  「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２  「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

役務取引等収益 
前第１四半期連結累計期間 42,804 83 ― 42,887 

当第１四半期連結累計期間 46,117 86 ― 46,203 

うち預金・貸出 
業務 

前第１四半期連結累計期間 8,009 8 ― 8,018 

当第１四半期連結累計期間 8,224 13 ― 8,237 

うち為替業務 
前第１四半期連結累計期間 8,595 72 ― 8,668 

当第１四半期連結累計期間 9,211 71 ― 9,283 

うち信託関連業務 
前第１四半期連結累計期間 2,758 ― ― 2,758 

当第１四半期連結累計期間 2,517 ― ― 2,517 

うち証券関連業務 
前第１四半期連結累計期間 8,664 ― ― 8,664 

当第１四半期連結累計期間 9,207 ― ― 9,207 

うち代理業務 
前第１四半期連結累計期間 3,746 ― ― 3,746 

当第１四半期連結累計期間 4,351 ― ― 4,351 

うち保護預り・ 
貸金庫業務 

前第１四半期連結累計期間 824 ― ― 824 

当第１四半期連結累計期間 802 ― ― 802 

うち保証業務 
前第１四半期連結累計期間 3,202 ― ― 3,202 

当第１四半期連結累計期間 3,193 ― ― 3,193 

役務取引等費用 
前第１四半期連結累計期間 8,336 59 ― 8,396 

当第１四半期連結累計期間 8,483 63 ― 8,547 

うち為替業務 
前第１四半期連結累計期間 2,249 ― ― 2,249 

当第１四半期連結累計期間 2,236 ― ― 2,236 
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③ 国内・海外別特定取引の状況 

当第１四半期連結累計期間の特定取引収益は９億円、特定取引費用は０億円となり、すべて国内で計上しており

ます。 

  

(注) １  「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２  「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

特定取引収益 
前第１四半期連結累計期間 1,462 ― ― 1,462 

当第１四半期連結累計期間 994 ― ― 994 

うち商品有価証券 
収益 

前第１四半期連結累計期間 209 ― ― 209 

当第１四半期連結累計期間 324 ― ― 324 

うち特定取引 
有価証券収益 

前第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

うち特定金融 
派生商品収益 

前第１四半期連結累計期間 1,189 ― ― 1,189 

当第１四半期連結累計期間 614 ― ― 614 

うちその他の 
特定取引収益 

前第１四半期連結累計期間 63 ― ― 63 

当第１四半期連結累計期間 55 ― ― 55 

特定取引費用 
前第１四半期連結累計期間 441 ― ― 441 

当第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1 

うち商品有価証券 
費用 

前第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

うち特定取引 
有価証券費用 

前第１四半期連結累計期間 441 ― ― 441 

当第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1 

うち特定金融 
派生商品費用 

前第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

うちその他の 
特定取引費用 

前第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 
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④ 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

  定期性預金＝定期預金 

２  「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは海外連結子会社であります。 

３  「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

預金合計 
前第１四半期連結会計期間 35,495,565 54,269 1,013 35,548,821 

当第１四半期連結会計期間 36,611,579 60,693 1,837 36,670,435 

うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間 22,884,161 29,881 ― 22,914,043 

当第１四半期連結会計期間 24,552,253 35,935 ― 24,588,189 

うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間 11,652,533 24,388 ― 11,676,922 

当第１四半期連結会計期間 10,974,586 24,758 ― 10,999,345 

うちその他 
前第１四半期連結会計期間 958,870 ― 1,013 957,856 

当第１四半期連結会計期間 1,084,738 ― 1,837 1,082,901 

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間 1,747,970 ― ― 1,747,970 

当第１四半期連結会計期間 2,033,610 ― ― 2,033,610 

総合計 
前第１四半期連結会計期間 37,243,535 54,269 1,013 37,296,791 

当第１四半期連結会計期間 38,645,189 60,693 1,837 38,704,045 
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⑤ 国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(末残・構成比) 

  

(注) １  「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。  また、「海外」とは、海外連結子会社であります。

２  従来、「国内（除く特別国際金融取引勘定分）」の「その他」に含めていた「アパート・マンションロー

ン」について、当第１四半期連結会計期間から「不動産業」に含めて表示しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間の計数についても変更後の区分により表示しております。 

  

 

業種別 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

26,003,490 100.00 26,873,810 100.00 

製造業 2,497,580 9.60 2,596,316 9.66 

農業,林業 10,610 0.04 11,348 0.04 

漁業 1,265 0.00 1,505 0.01 

鉱業,採石業,砂利採取業 11,812 0.05 11,205 0.04 

建設業 584,325 2.25 578,997 2.15 

電気・ガス・熱供給・水道業 141,859 0.55 184,199 0.69 

情報通信業 217,466 0.84 229,344 0.85 

運輸業,郵便業 489,095 1.88 521,378 1.94 

卸売業,小売業 2,295,152 8.83 2,319,936 8.63 

金融業,保険業 566,426 2.18 599,423 2.23 

不動産業 5,983,672 23.00 6,337,121 23.58 

 (うちアパート・マンションローン) (3,179,460) (12.23) (3,186,474) (11.86) 

物品賃貸業 309,093 1.19 332,830 1.24 

各種サービス業 1,468,686 5.65 1,494,504 5.56 

国,地方公共団体 849,331 3.27 868,951 3.23 

その他 10,577,111 40.67 10,786,744 40.15 

 (うち自己居住用住宅ローン) (9,703,951) (37.32) (9,902,011) (36.85) 

海外及び特別国際金融取引勘定分 82,992 100.00 98,294 100.00 

政府等 ― ― ― ― 

金融機関 ― ― ― ― 

その他 82,992 100.00 98,294 100.00 

合計 26,086,483 ― 26,972,104 ― 
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「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、株式会社りそ

な銀行１社です。 

①  信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表) 

資産 
  

  
負債 

  

(注) 上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。 

  

 

科目 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

貸出金 42,266 0.17 35,362 0.13 

有価証券 120 0.00 179 0.00 

信託受益権 22,721,948 94.23 26,380,491 95.16 

受託有価証券 7,678 0.03 11,338 0.04 

金銭債権 290,920 1.21 241,645 0.87 

有形固定資産 442,175 1.83 358,021 1.29 

無形固定資産 1,554 0.01 1,969 0.01 

その他債権 6,397 0.03 5,819 0.02 

銀行勘定貸 586,806 2.43 673,817 2.43 

現金預け金 14,584 0.06 13,876 0.05 

合計 24,114,452 100.00 27,722,522 100.00 
 

科目 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

金銭信託 7,096,460 29.43 9,147,648 33.00 

年金信託 3,650,116 15.14 3,578,579 12.91 

財産形成給付信託 1,117 0.01 960 0.00 

投資信託 11,961,474 49.60 13,694,865 49.40 

金銭信託以外の金銭の信託 358,274 1.48 410,687 1.48 

有価証券の信託 30,519 0.13 11,379 0.04 

金銭債権の信託 310,793 1.29 262,668 0.95 

土地及びその定着物の信託 118,166 0.49 35,013 0.13 

包括信託 587,529 2.43 580,719 2.09 

合計 24,114,452 100.00 27,722,522 100.00 
 

― 11 ―



②  貸出金残高の状況(業種別貸出状況) 

  

(注) 従来、「その他」に含めていた「アパート・マンションローン」について、当第１四半期連結会計期間から

「不動産業」に含めて表示しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間の計数についても変更後の区分により表示しております。 

  

 

業種別 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

製造業 19 0.04 16 0.05 

農業,林業 ― ― ― ― 

漁業 ― ― ― ― 

鉱業,採石業,砂利採取業 ― ― ― ― 

建設業 ― ― ― ― 

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― 

情報通信業 ― ― ― ― 

運輸業,郵便業 33 0.08 27 0.08 

卸売業,小売業 74 0.18 61 0.17 

金融業,保険業 3,173 7.51 2,744 7.76 

不動産業 14,649 34.66 11,669 33.00 

 (うちアパート・マンションローン) (13,631) (32.25) (10,856) (30.70) 

物品賃貸業 ― ― ― ― 

各種サービス業 8 0.02 8 0.02 

国,地方公共団体 ― ― ― ― 

その他 24,307 57.51 20,833 58.92 

 (うち自己居住用住宅ローン) (20,073) (47.49) (17,706) (50.07) 

合計 42,266 100.00 35,362 100.00 
 

― 12 ―



③  元本補塡契約のある信託の運用／受入状況 

金銭信託 

  

(注) １  信託財産の運用のため再信託された信託を含みます。 

２  リスク管理債権の状況 

  

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

  

(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

 

科目 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

貸出金 42,266 6.93 35,362 5.12 

有価証券 ― ― ― ― 

その他 567,777 93.07 655,403 94.88 

資産計 610,043 100.00 690,765 100.00 

元本 609,625 99.93 690,435 99.95 

債権償却準備金 126 0.02 106 0.02 

その他 292 0.05 223 0.03 

負債計 610,043 100.00 690,765 100.00 
 

前第１四半期 

連結会計期間 

貸出金42,266百万円のうち、破綻先債権額は32百万円、延滞債権額は909百万

円、貸出条件緩和債権額は７百万円であります。なお、３ヶ月以上延滞債権額

は、該当ありません。 

また、これらの債権額の合計額は949百万円であります。 

当第１四半期 

連結会計期間 

貸出金35,362百万円のうち、破綻先債権額は16百万円、延滞債権額は987百万

円、貸出条件緩和債権額は5百万円であります。なお、３ヶ月以上延滞債権額

は、該当ありません。 

また、これらの債権額の合計額は1,009百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 第一回ないし第四回第７種優先株式の発行可能種類株式総数は併せて10,000,000株、第一回ないし第四回第８種

優先株式の発行可能種類株式総数は併せて10,000,000株を、それぞれ超えないものとします。 

  

  

② 【発行済株式】 

(注) １  2015年７月31日付で第４種優先株式2,520,000株を取得し、同日そのすべてを消却しております。 

２  公的資金返済に向けた適切な資本政策の運営を実現するために発行した第４種優先株式、第５種優先株式お

よび第６種優先株式については、株主総会における議決権を有しておりません（ただし、無配となった場合

には議決権を有する）。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 6,000,000,000        

丙種優先株式 12,000,000 

己種優先株式 8,000,000 

第４種優先株式 2,520,000 

第５種優先株式 4,000,000 

第６種優先株式 3,000,000 

第一回第７種優先株式 10,000,000 (注)   

第二回第７種優先株式 10,000,000 (注)   

第三回第７種優先株式 10,000,000 (注)   

第四回第７種優先株式 10,000,000 (注)   

第一回第８種優先株式 10,000,000 (注)   

第二回第８種優先株式 10,000,000 (注)   

第三回第８種優先株式 10,000,000 (注)   

第四回第８種優先株式 10,000,000 (注)   

計 6,049,520,000 
 

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(2015年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2015年８月７日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 2,324,118,091 同左 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当会社におけ
る標準となる株式 
単元株式数 100株 

第４種優先株式 2,520,000 
  
― 
（注）１ 

― 
  
単元株式数 100株 

(注)２、３ 

第５種優先株式 4,000,000 同左 ― 
単元株式数 100株 

(注)２、４ 

第６種優先株式 3,000,000 同左 ― 
単元株式数 100株 

(注)２、５ 

計 2,333,638,091 2,331,118,091 ― ― 
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３  第４種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第４種優先配当金 

①  第４種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第４種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第４種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第４種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第４種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第４種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年3.970%(払込金相当額25,000円に対し992円50銭)とする。 

②  非累積条項 

ある事業年度において、第４種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第４種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③  非参加条項 

第４種優先株主に対しては、第４種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④  第４種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第４種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第４種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第４種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第４種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第４種優先株式１株につき

25,000円を支払う。第４種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

第４種優先株式、第５種優先株式および第６種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払順位ならび

に残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第４種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

2013年８月31日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一また

は複数の日に、第４種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第４

種優先株式１株につき、25,000円に、経過配当金相当額(第４種優先配当金の額を取得日の属する事業年

度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中に第

４種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額を金

銭にて支払う。 

第４種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第４種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第４

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第53条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第４種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第53条の規定

が効力を有しない場合において第４種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第４種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第４種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第53条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会の決議 

定款において、会社法第322条第２項に関する定めをしております。 

４  第５種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第５種優先配当金 

①  第５種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第５種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第５種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第５種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第５種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第５種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年3.675％(払込金相当額25,000円に対し918円75銭)とする。 

②  非累積条項 

ある事業年度において、第５種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第５種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 
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③  非参加条項 

第５種優先株主に対しては、第５種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④  第５種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第５種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第５種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第５種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第５種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第５種優先株式１株につき

25,000円を支払う。第５種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

第４種優先株式、第５種優先株式および第６種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払順位ならび

に残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第５種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

2014年８月28日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一また

は複数の日に、第５種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第５

種優先株式１株につき、25,000円に、経過配当金相当額(第５種優先配当金の額を取得日の属する事業年

度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中に第

５種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額を金

銭にて支払う。 

第５種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第５種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第５

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第53条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第５種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第53条の規定

が効力を有しない場合において第５種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第５種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第５種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第53条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会の決議 

定款において、会社法第322条第２項に関する定めをしております。 

５  第６種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第６種優先配当金 

①  第６種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第６種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第６種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第６種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第６種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第６種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年4.95％(払込金相当額25,000円に対し1,237円50銭)とする。 

②  非累積条項 

ある事業年度において、第６種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第６種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③  非参加条項 

第６種優先株主に対しては、第６種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④  第６種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第６種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第６種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第６種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第６種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第６種優先株式１株につき

25,000円を支払う。第６種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

第４種優先株式、第５種優先株式および第６種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払順位ならび

に残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第６種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および
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第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

2016年12月８日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一また

は複数の日に、第６種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第６

種優先株式１株につき、25,000円に、経過配当金相当額(第６種優先配当金の額を取得日の属する事業年

度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中に第

６種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額を金

銭にて支払う。 

第６種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第６種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第６

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第53条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第６種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第53条の規定

が効力を有しない場合において第６種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第６種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第６種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第53条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会の決議 

定款において、会社法第322条第２項に関する定めをしております。 

  
  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注）１ 自己株式（丙種第一回優先株式12,000千株、己種第一回優先株式8,000千株）の消却 

２ 2015年７月31日付で、自己株式（第４種優先株式2,520千株）の消却を実施し、発行済株式総数の残高が

2,331,118千株となっております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

2015年６月25日（注）１ △20,000 2,333,638 ― 50,472 ― 50,472 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日である2015年３月31日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

2015年３月31日現在 

(注) １  上記の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式6,400株

（議決権64個）および従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ保有の株式5,057,000株（議決権50,570個）が含まれ

ております。 

２  株主名簿上は、株式会社近畿大阪銀行名義となっておりますが、同社が実質的に所有していない株式が100

株（議決権１個）あります。 

なお、当該株式数は上記の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

３  上記の「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式97株が含まれております。 

４  2015年６月25日に丙種第一回優先株式および己種第一回優先株式の全部の取得・消却を完了し、同年７月31

日に第４種優先株式の全部の取得・消却を完了しております。 
  

② 【自己株式等】 

2015年３月31日現在 

(注) １  株主名簿上は、株式会社近畿大阪銀行名義となっておりますが、同社が実質的に所有していない株式が100

株（議決権１個）あります。 

２  「発行済株式総数に対する所有株式数の割合(％)」の発行済株式総数は、発行済普通株式の総数でありま

す。 

３  2015年６月30日現在の自己名義所有株式数は944,500株であります。なお、この他に従業員持株会支援信託

ＥＳＯＰが保有する当社株式が4,640,500株あります。 
  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 

  

― 

各種類の株式の内容
は「１ 株式等の状
況」の「(1) 株式の
総数等」に記載して
おります。 

(注)４ 

丙種第一回優先株式 
12,000,000 

己種第一回優先株式 
8,000,000 

第４種優先株式 
2,520,000 

第５種優先株式 
4,000,000 

第６種優先株式 
3,000,000 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

942,000 
普通株式   
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 

  
  
普通株式 

2,322,242,200 
  

  

  
  
普通株式 

23,222,422 
  

  

株 式 の 内 容 は「１
株 式 等 の 状 況」の
「(1)  株 式 の 総 数
等」に記載しており
ます。 

(注)１（注）２ 

単元未満株式 普通株式 933,891
 

― (注)３ 

発行済株式総数 2,353,638,091 ― ― 

総株主の議決権 ― 23,222,422 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 

の割合(％) 

(自己保有株式)           

株式会社りそな 
ホールディングス 

東京都江東区木場 
一丁目５番65号 

942,000 ― 942,000 0.04 

計 ― 942,000 ― 942,000 0.04 
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２ 【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

  

１  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(1982

年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

  

２  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自2015年４月１日  至2015

年６月30日）及び第１四半期連結累計期間(自2015年４月１日  至2015年６月30日）に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 
(2015年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2015年６月30日) 

資産の部     

  現金預け金 9,672,994 10,478,499 

  コールローン及び買入手形 36,243 101,787 

  債券貸借取引支払保証金 - 20,014 

  買入金銭債権 443,004 431,536 

  特定取引資産 589,687 550,542 

  金銭の信託 186 559 

  有価証券 6,864,211 6,554,512 

  貸出金 ※1  27,487,284 ※1  26,972,104 

  外国為替 97,945 92,283 

  その他資産 749,994 702,730 

  有形固定資産 305,493 304,668 

  無形固定資産 37,398 36,200 

  退職給付に係る資産 27,155 26,905 

  繰延税金資産 5,663 2,415 

  支払承諾見返 478,968 470,451 

  貸倒引当金 △209,582 △202,362 

  投資損失引当金 △83 △68 

  資産の部合計 46,586,565 46,542,781 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 
(2015年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2015年６月30日) 

負債の部     

  預金 36,712,851 36,670,435 

  譲渡性預金 2,130,640 2,033,610 

  コールマネー及び売渡手形 1,531,519 1,476,215 

  売現先勘定 50,993 46,993 

  債券貸借取引受入担保金 24,122 199,372 

  特定取引負債 302,869 262,411 

  借用金 737,051 844,231 

  外国為替 1,439 2,463 

  社債 667,707 670,360 

  信託勘定借 617,622 673,817 

  その他負債 1,080,968 1,044,749 

  賞与引当金 20,002 5,935 

  退職給付に係る負債 28,837 24,521 

  その他の引当金 35,651 34,897 

  繰延税金負債 476 17,133 

  再評価に係る繰延税金負債 21,465 21,420 

  支払承諾 478,968 470,451 

  負債の部合計 44,443,186 44,499,021 

純資産の部     

  資本金 50,472 50,472 

  資本剰余金 145,916 17,916 

  利益剰余金 1,335,800 1,338,355 

  自己株式 △2,483 △2,335 

  株主資本合計 1,529,706 1,404,409 

  その他有価証券評価差額金 423,076 449,252 

  繰延ヘッジ損益 33,158 29,096 

  土地再評価差額金 43,485 43,431 

  為替換算調整勘定 △1,542 △2,641 

  退職給付に係る調整累計額 △49,105 △48,356 

  その他の包括利益累計額合計 449,072 470,783 

  非支配株主持分 164,600 168,566 

  純資産の部合計 2,143,379 2,043,759 

負債及び純資産の部合計 46,586,565 46,542,781 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
 至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
 至 2015年６月30日) 

経常収益 189,117 193,955 

  資金運用収益 112,748 111,928 

    （うち貸出金利息） 94,003 89,483 

    （うち有価証券利息配当金） 11,590 13,387 

  信託報酬 5,594 5,705 

  役務取引等収益 42,887 46,203 

  特定取引収益 1,462 994 

  その他業務収益 5,929 12,625 

  その他経常収益 ※1  20,494 ※1  16,497 

経常費用 114,798 118,961 

  資金調達費用 10,050 10,521 

    （うち預金利息） 3,955 3,663 

  役務取引等費用 8,396 8,547 

  特定取引費用 441 1 

  その他業務費用 3,427 2,862 

  営業経費 86,745 87,390 

  その他経常費用 ※2  5,737 ※2  9,638 

経常利益 74,318 74,994 

特別利益 0 1 

  固定資産処分益 0 1 

特別損失 965 134 

  固定資産処分損 359 121 

  減損損失 605 12 

税金等調整前四半期純利益 73,353 74,861 

法人税、住民税及び事業税 18,641 8,710 

法人税等調整額 453 11,413 

法人税等合計 19,095 20,123 

四半期純利益 54,258 54,738 

非支配株主に帰属する四半期純利益 863 1,030 

親会社株主に帰属する四半期純利益 53,394 53,707 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
 至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
 至 2015年６月30日) 

四半期純利益 54,258 54,738 

その他の包括利益 36,818 22,991 

  その他有価証券評価差額金 30,867 26,191 

  繰延ヘッジ損益 4,213 △4,062 

  土地再評価差額金 - 13 

  為替換算調整勘定 1,527 118 

  退職給付に係る調整額 210 725 

  持分法適用会社に対する持分相当額 0 4 

四半期包括利益 91,076 77,729 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 90,104 75,485 

  非支配株主に係る四半期包括利益 971 2,244 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2013年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 2013年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 2013年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当第１

四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金と

して計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、

当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分

額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加え

て、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務

諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

  

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

２  一部の連結子会社が受託する元本補塡契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１  「その他経常収益」には、次のものを含んでおります。 

  

※２  「その他経常費用」には、次のものを含んでおります。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

 

  
前連結会計年度 
(2015年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2015年６月30日) 

破綻先債権額 6,852百万円 6,854百万円 

延滞債権額 335,546百万円 334,464百万円 

３ヵ月以上延滞債権額 1,407百万円 3,431百万円 

貸出条件緩和債権額 236,208百万円 229,320百万円 

合計額 580,014百万円 574,071百万円 
 

  
前連結会計年度 
(2015年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2015年６月30日) 

金銭信託 637,296百万円 690,435百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  2015年４月１日 
至  2015年６月30日) 

貸倒引当金戻入益 9,442百万円 3,801百万円 

償却債権取立益 3,233百万円 2,694百万円 

株式等売却益 5,018百万円 7,847百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  2015年４月１日 
至  2015年６月30日) 

貸出金償却 1,469百万円 4,552百万円 

株式等売却損 0百万円 112百万円 

株式等償却 218百万円 997百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  2015年４月１日 
至  2015年６月30日) 

減価償却費 6,230百万円 6,396百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  2014年４月１日  至  2014年６月30日) 

１  配当金支払額 
  

（注）普通株式の配当金の総額には、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰに対する配当94百万円が含まれております。 

  

２  株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

(単位：百万円) 

  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

2014年５月13日 種類株式           

取締役会 丙種第一回優先株式 12,000 1,000.00 2014年３月31日 2014年６月４日 資本剰余金 

  己種第一回優先株式 20,000 2,500.00       

  普通株式 32,897 15.00 2014年３月31日 2014年６月５日 利益剰余金 

  種類株式           

  丙種第一回優先株式 816 68.00       

  己種第一回優先株式 1,480 185.00       

  第３種第一回優先株式 1,863 19.02       

  第４種優先株式 2,501 992.50       

  第５種優先株式 3,675 918.75       

  第６種優先株式 3,712 1,237.50       
 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,472 409,293 1,169,785 △85,855 1,543,696 

会計方針の変更による累積的影響額     1,483   1,483 

会計方針の変更を反映した当期首残高 50,472 409,293 1,171,268 △85,855 1,545,179 

当第１四半期連結会計期間末まで 
の変動額（累計） 

    
      

剰余金(その他資本剰余金)の配当   △32,000     △32,000 

剰余金の配当     △46,946   △46,946 

親会社株主に帰属する四半期純利益
（累計） 

    
53,394 

  
53,394 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分   △0   166 166 

当第１四半期連結会計期間末まで 
の変動額（累計）合計 

― △32,000 6,448 165 △25,385 

当第１四半期連結会計期間末残高 50,472 377,293 1,177,717 △85,689 1,519,793 
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当第１四半期連結累計期間(自  2015年４月１日  至  2015年６月30日) 

１  配当金支払額 
  

（注）普通株式の配当金の総額には、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰに対する配当85百万円が含まれております。 

  

２  株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

(単位：百万円) 

  
  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

2015年５月12日 種類株式           

取締役会 丙種第一回優先株式 12,000 1,000.00 2015年３月31日 2015年６月３日 資本剰余金 

  己種第一回優先株式 20,000 2,500.00       

  普通株式 39,493 17.00 2015年３月31日 2015年６月４日 利益剰余金 

  種類株式           

  丙種第一回優先株式 652 54.40       

  己種第一回優先株式 1,184 148.00       

  第４種優先株式 2,501 992.50       

  第５種優先株式 3,675 918.75       

  第６種優先株式 3,712 1,237.50       
 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,472 145,916 1,335,800 △2,483 1,529,706 

当第１四半期連結会計期間末までの 
変動額（累計） 

    
      

剰余金(その他資本剰余金)の配当   △32,000     △32,000 

剰余金の配当     △51,219   △51,219 

親会社株主に帰属する四半期純利益
（累計） 

    
53,707 

  
53,707 

自己株式の取得       △96,001 △96,001 

自己株式の処分   0   150 150 

自己株式の消却   △96,000   96,000 ― 

土地再評価差額金の取崩     66   66 

当第１四半期連結会計期間末までの 
変動額（累計）合計 

― △127,999 2,555 148 △125,296 

当第１四半期連結会計期間末残高 50,472 17,916 1,338,355 △2,335 1,404,409 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  2014年４月１日  至  2014年６月30日) 

１  報告セグメントごとの利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．合計金額は、グループ銀行３社及び当社子会社であるローン保証会社３社の計数を計上しております。 

２．個人部門及び法人部門には、当社子会社であるローン保証会社３社の業績を含めております。 

３．法人部門の実勢業務純益は、信託勘定に係る不良債権処理額21百万円(利益)を除いております。 

４．市場部門の業務粗利益には、株式関連損益の一部を含めております。 

５．「その他」の区分には、事業セグメントに該当しない経営管理部門の計数等が含まれております。 

６．減価償却費は、経費に含まれております。 

  

２  報告セグメントの合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

(注) １．与信費用以外の臨時損益には、株式関連損益及び退職給付費用の一部等が含まれております。 

２．特別損益には、減損損失等が含まれております。 

  

 

          (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

その他 合 計 

個人部門 法人部門 市場部門 計 

業務粗利益 66,427 66,191 12,700 145,318 △2,418 142,900 

経費 △43,328 △36,991 △2,436 △82,757 ― △82,757 

実勢業務純益 23,098 29,178 10,263 62,539 △2,418 60,121 

与信費用 1,016 11,492 ― 12,509 ― 12,509 

与信費用控除後業務純益(計) 24,115 40,670 10,263 75,049 △2,418 72,630 
 

  (単位：百万円) 

利  益 金 額 

報告セグメント計 75,049 

「その他」の区分の損益 △2,418 

与信費用以外の臨時損益 △315 

特別損益 △965 

報告セグメント対象外の連結子会社利益等 2,003 

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 73,353 
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当第１四半期連結累計期間(自  2015年４月１日  至  2015年６月30日) 

１  報告セグメントごとの利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．合計金額は、グループ銀行３社及び当社子会社であるローン保証会社３社の計数を計上しております。 

２．個人部門及び法人部門には、当社子会社であるローン保証会社３社の業績を含めております。 

３．法人部門の実勢業務純益は、信託勘定に係る不良債権処理額２百万円(利益)を除いております。 

４．市場部門の業務粗利益には、株式関連損益の一部を含めております。 

５．「その他」の区分には、事業セグメントに該当しない経営管理部門の計数等が含まれております。 

６．減価償却費は、経費に含まれております。 

  

２  報告セグメントの合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

(注) １．与信費用以外の臨時損益には、株式関連損益及び退職給付費用の一部等が含まれております。 

２．特別損益には、減損損失等が含まれております。 

  

３ 報告セグメントの変更等に関する事項  

 一部のグループ銀行において、従来、「個人部門」に含まれていた「役務取引等収益」の一部について、当第１

四半期連結会計期間から、「法人部門」に含めて計上するよう変更しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により表示しており、前第１四半

期連結累計期間の「１ 報告セグメントごとの利益又は損失の金額に関する情報」に記載しております。 

 

          (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

その他 合 計 

個人部門 法人部門 市場部門 計 

業務粗利益 66,683 64,484 25,153 156,321 △3,086 153,235 

経費 △42,481 △36,844 △2,995 △82,321 ― △82,231 

実勢業務純益 24,202 27,637 22,157 73,997 △3,086 70,911 

与信費用 888 2,162 ― 3,050 ― 3,050 

与信費用控除後業務純益(計) 25,090 29,800 22,157 77,048 △3,086 73,962 
 

  (単位：百万円) 

利  益 金 額 

報告セグメント計 77,048 

「その他」の区分の損益 △3,086 

与信費用以外の臨時損益 △651 

特別損益 △128 

報告セグメント対象外の連結子会社利益等 1,679 

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 74,861 
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(有価証券関係) 

※１．企業集団の事業の運営において重要なものは、次のとおりであります。 

※２．四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、及び「買入金銭債権」中の

信託受益権を含めて記載しております。 

  

１  満期保有目的の債券 

前連結会計年度(2015年３月31日) 

  

  

当第１四半期連結会計期間(2015年６月30日) 

  

(注) 時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

  

 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債 1,962,010 2,019,082 57,072 

地方債 458,928 474,341 15,412 

社債 14,808 14,957 149 

合計 2,435,747 2,508,381 72,633 
 

  
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債 1,961,922 2,015,573 53,650 

地方債 482,788 496,603 13,815 

社債 15,126 15,264 138 

合計 2,459,837 2,527,442 67,604 
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２  その他有価証券 

前連結会計年度(2015年３月31日) 

  

  

当第１四半期連結会計期間(2015年６月30日) 

  

(注) １．四半期連結貸借対照表計上額は、株式については主として当第１四半期連結会計期間末前１ヶ月の市場価格

の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当第１四半期連結会計期間末日におけ

る市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借

対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間（連結会計

年度）の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

前連結会計年度における減損処理額は20百万円であります。 

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は1,230百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行

会社の債務者区分に従い、次のとおりとしております。 

  正常先：原則として時価が取得原価に比べて50％以上下落 

  要注意先、未格付先：時価が取得原価に比べて30％以上下落 

  破綻先、実質破綻先、破綻懸念先：時価が取得原価に比べて下落 

  

 

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

株式 330,971 870,942 539,971 

債券 3,187,002 3,199,942 12,940 

国債 2,151,187 2,154,874 3,687 

地方債 153,908 157,530 3,621 

社債 881,906 887,537 5,631 

その他 312,645 333,427 20,782 

合計 3,830,618 4,404,312 573,693 
 

  取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 328,903 928,452 599,549 

債券 2,743,258 2,749,108 5,849 

国債 1,785,794 1,786,880 1,085 

地方債 88,838 88,831 △7 

社債 868,624 873,396 4,771 

その他 383,818 388,457 4,638 

合計 3,455,979 4,066,018 610,038 
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(デリバティブ取引関係) 

企業集団の事業の運営において重要なものは、次のとおりであります。 

  

(1) 金利関連取引 

前連結会計年度(2015年３月31日) 

  

(注)  上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いており

ます。 

  

当第１四半期連結会計期間(2015年６月30日) 

  

(注)  上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いており

ます。 

  

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金融商品 
取引所 

金利先物 2,981 △2 △2 

店頭 

金利スワップ 48,992,327 20,976 20,976 

キャップ 39,366 639 693 

フロアー 60,056 996 927 

スワップション 497,800 △1,062 △155 

合   計 ― 21,546 22,438 
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金融商品 
取引所 

金利先物 93,977 3 3 

店頭 

金利スワップ 45,294,918 20,680 20,680 

キャップ 34,804 543 603 

フロアー 53,032 920 828 

スワップション 432,400 △684 △14 

合   計 ― 21,464 22,102 
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(2) 通貨関連取引 

前連結会計年度(2015年３月31日) 

  

(注)  上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務

等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建

金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

  

当第１四半期連結会計期間(2015年６月30日) 

  

(注)  上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務

等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該

外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

  

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

店頭 

通貨スワップ 1,043,354 △16,470 △3,304 

為替予約 1,629,709 77,046 77,046 

通貨オプション 1,403,219 △56,525 △45,884 

合   計 ― 4,049 27,857 
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

店頭 

通貨スワップ 981,169 △16,186 △3,164 

為替予約 1,798,996 73,593 73,593 

通貨オプション 1,342,132 △55,079 △44,248 

合   計 ― 2,326 26,180 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、次のとおりであります。 

(注) １ 「普通株式の期中平均株式数」については、自己名義所有株式分を控除する他、従業員持株会支援信託ＥＳ

ＯＰが所有する当社株式4,967千株（前第１四半期連結累計期間6,158千株）を控除しております。 

２ 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

    
前第１四半期連結累計期間
(自  2014年４月１日 
 至  2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  2015年４月１日 
 至  2015年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 24.41 23.16 

(算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 53,394 53,707 

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

百万円 53,394 53,707 

普通株式の期中平均株式数 千株 2,187,027 2,318,207 

        

(2) 潜在株式調整後 
   １株当たり四半期純利益金額 

円 20.16 ― 

(算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 ― ― 

普通株式増加数 千株 460,950 ― 
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(重要な後発事象) 

  

１．自己株式の取得及び消却 

 当社は、以下の通り、第４種優先株式の全部につき、当社定款第19条第１項の規定に基づく取得、および会社法第178

条の規定に基づく消却を行いました。 

  
 (1) 取得の内容 

取得する株式の種類   ： 第４種優先株式 

取得する株式の総数   ： 2,520,000株 

株式の取得価額       ： １株につき25,331円74銭（※1）(※2) 

株式の取得価額の総額 ： 63,835,984,800円 

取得の相手方         ： 株式会社しんきん信託銀行 

取得日               ： 2015年７月31日 

(※1) 金25,000円に、経過配当金相当額（優先配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数（初日および取得日を

含みます）で日割計算した額をいいます）である331円74銭を加算した額。 

(※2) １銭未満の端数は切上げ処理しております。 

  

 (2) 消却の内容 

消却する株式の種類   ： 第４種優先株式 

消却する株式の総数   ： 2,520,000株 

             （上記(1)により当社が取得する第４種優先株式の全部） 

効力発生日           ： 2015年７月31日 

  
２．子会社の設立 

 当社は、2015年７月31日開催の取締役会において、以下の通り、子会社の設立を決議いたしました。 

  
 (1) 子会社設立の目的 

お客さまの運用ニーズの高まりが期待される中で、投資信託市場の成長をビジネスチャンスと捉え、信託銀行と

して培ったプロ向けの運用力をグループのネットワークを通じてリテール分野に提供することで、個人のお客さま

向けの資産運用ビジネスの強化を図るものであります。 

 なお、新会社は、お客さまの投資目的・方針に合わせて提案から運用までをトータルでサポートするファンドラ

ップ向け商品や、確定拠出型年金向け商品、窓口販売向け商品等を、グループの幅広いお客さまへ提供することを

目指してまいります。 

  

 (2) 設立する子会社の概要 

名称       ： りそなアセットマネジメント株式会社 

所在地     ： 東京都江東区木場一丁目5番65号 

事業の内容 ： 投資運用業（投資信託委託業務） 

設立年月日 ： 2015年８月３日 

資本金     ： 490百万円 

出資比率   ： 株式会社りそなホールディングス 100％ 
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２ 【その他】 

(1) 剰余金の配当に係る取締役会決議の内容 

当四半期連結会計期間において、以下の通り取締役会による配当の決議がありました。 

(注)  普通株式の配当金の総額には、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰに対する配当85百万円が含まれております。 

  

(2) １株当たり純資産額 

 １株当たり純資産額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  (注)１ 2015年６月25日に取得及び消却した丙種優先株式及び己種優先株式につきましては、公的資金返済のための

特別優先配当を実施しても残余財産分配請求権1,600億円は減少いたしませんが、2013年５月10日公表の

「公的資金完済プラン」に基づく返済スキーム（その他資本剰余金を原資とする特別優先配当により公的資

金注入額を返済）の実態を重視し、「純資産の部の合計額」から当該優先株式に係る公的資金の要返済額

1,280億円を控除することにより「普通株式に係る連結会計年度末の純資産額」を計算しております（「う

ち優先株式」に計上）。なお、前連結会計年度末を基準日としその他資本剰余金を原資とする特別優先配当

金320億円は、前記の公的資金要返済額と重複することとなるため、「純資産の部の合計額」から控除して

おりません。 

 ２ 「１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結会計期間末の普通株式の数」については、自己名義所

有株式分を控除する他、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰが所有する当社株式4,640千株（前連結会計年度

5,057千株）を控除しております。 

  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

2015年５月12日 種類株式           

取締役会 丙種第一回優先株式 12,000 1,000.00 2015年３月31日 2015年６月３日 資本剰余金 

  己種第一回優先株式 20,000 2,500.00       

  普通株式 39,493 17.00 2015年３月31日 2015年６月４日 利益剰余金 

  種類株式           

  丙種第一回優先株式 652 54.40       

  己種第一回優先株式 1,184 148.00       

  第４種優先株式 2,501 992.50       

  第５種優先株式 3,675 918.75       

  第６種優先株式 3,712 1,237.50       
 

    
前連結会計年度 
(2015年3月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2015年6月30日) 

１株当たり純資産額 円 690.66 706.13 

（算定上の基礎）       

純資産の部の合計額 百万円 2,143,379 2,043,759 

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 542,326 406,566 

うち非支配株主持分 百万円 164,600 168,566 

うち優先株式 百万円 366,000 238,000 

うち優先配当額 百万円 11,725 ― 

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結
会計年度末）の純資産額 

百万円 1,601,053 1,637,192 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半
期連結会計期間末（連結会計年度末）の普通
株式の数 

千株 2,318,118 2,318,533 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

株式会社 りそなホールディングス 

  

  

  

  

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社りそな

ホールディングスの2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2015年４月１

日から2015年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。  

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社りそなホールディングス及び連結子会社の2015年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

2015年８月５日 
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人 トーマツ   
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  大 森    茂  印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  木 村   充  男  印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  太 田  健 司  印 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年８月７日 

【会社名】 株式会社りそなホールディングス 

【英訳名】 Resona Holdings, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長  東      和  浩 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都江東区木場一丁目５番65号 

【縦覧に供する場所】 株式会社りそなホールディングス大阪本社 

 (大阪市中央区備後町二丁目２番１号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表執行役社長東和浩は、当社の第15期第１四半期（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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